
静岡市短期経営改善資金利子補給金交付要綱 

 静岡市短期経営改善資金融資制度要綱（平成15年４月１日施行）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 静岡市は、中小企業者への短期的な事業資金の融通を促進し、もって市内の中小企業

者の育成及び振興を図るため、中小企業者に融資を行う取扱金融機関に対して、予算の範囲

内において利子補給金を交付するものとし、その交付に関しては、静岡市補助金等交付規則

（平成15年静岡市規則第44号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）中小企業者 次に掲げる者のうち、常時雇用する従業員の数が50人（小売業、卸売業又

はサービス業を主たる事業とする者にあっては、20人）以下のもので、市内に店舗、工場

又は事業場を有するものをいう。 

ア 中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号。以下「法」という。）第２条第１項第１

号、第２号、第５号及び第６号に掲げる者（以下「企業者」という。） 

イ 法第２条第１項第３号、第４号及び第７号から第11号までに掲げるもの（以下「組合」

という。） 

（２）取扱金融機関 静岡県信用保証協会（以下「協会」という。）と信用保証に関し約定を締

結した金融機関及び株式会社整理回収機構で、次条の交付対象融資を行うことに同意した

ものをいう。 

 （交付対象融資） 

第３条 利子補給金の交付の対象となる融資（以下「交付対象融資」という。）は、次に掲げる

要件の全てを満たすものとする。 

（１）次のいずれかの資金を融資するものであること。 

  ア 運転資金（決済、賞与等に必要な資金をいう。以下この条において同じ。） 

  イ 転貸資金（組合がその組合員に運転資金を融資する資金（一の組合員に対する融資額

が700万円を超える場合の資金を除く。）をいう。次号において同じ。） 

（２）融資の額が、次のア又はイに掲げる資金に応じ、当該ア又はイに定める額以内の額であ

ること。 

  ア 運転資金 融資対象者が企業者の場合にあっては700万円、組合の場合にあっては

1,500万円 

  イ 転貸資金 組合員の数に700万円を乗じて得た額（一の組合につき１億円を限度とす



る。） 

（３）貸付利率が、年1.4パーセントであること。ただし、延滞が生じた場合は、取扱金融機関

の定めるところとする。 

（４）貸付期間が、５箇月以内であること。 

（５）返済方法が、元金均等割賦返済又は一括返済であること。 

（６）交付対象融資について、取扱金融機関と協会との間で保証契約が締結されていること。 

 （交付対象融資を受けることができる中小企業者） 

第４条 交付対象融資を受けることができる中小企業者は、次に掲げる要件の全てを満たすも

のとする。 

（１）原則として、融資の申込みの日まで１年以上引き続き市内で同一事業を営んでいること。 

（２）融資の申込みの日以前において納期が到来した市町村民税の未納がないこと。 

 （利子補給金の額） 

第５条 利子補給金の額は、融資ごとに年度別に区分して算定するものとし、４月１日から９

月30日まで（以下「上期」という。）及び10月１日から翌年３月31日まで（以下「下期」とい

う。）の各期間における融資平均残高（各月初残高（当該月の前月末の協会保証債務残高をい

う。）の合計を６で除して得た金額をいう。）に年0.40パーセント以内の割合を乗じて得た額

に２分の１を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）の合計額の範囲内において市長が定める額とする。 

 （利子補給の期間） 

第６条 利子補給金を交付する期間は、５箇月以内とする。 

 （資金の融資の申込み） 

第７条 交付対象融資を受けようとする中小企業者は、取扱金融機関を経由して、短期経営改

善資金融資制度申込書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出するものとす

る。 

（１）市町村民税の納税証明書 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

 （審査等） 

第８条 市長は、前条の規定による申込みがあったときは、その内容について審査し、適当と

認めるときは、関係書類を協会へ送付するものとする。 

２ 協会は、関係書類の送付を受けたときは、遅滞なく保証承諾の可否を審査の上、保証の可

否を市長及び当該申込者に通知するとともに、保証を可とするものについては、前条の規定



による経由をした取扱金融機関に通知するものとする。 

３ 取扱金融機関は、協会から前項の規定による通知を受けたときは、所定の手続を経て速や

かに融資するものとする。ただし、特別の理由により当該申込者に対し融資を行わないこと

を決定したときは、その理由を付して協会へ関係書類を返送するものとする。 

 （利子補給金の交付申請） 

第９条 取扱金融機関は、利子補給金の交付を受けようとするときは、毎年度上期分について

は９月30日までに、下期分については翌年３月31日までに短期経営改善資金利子補給金交付

申請書（様式第２号）に所要額計算書を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （交付の決定） 

第10条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、法令、予算等に照らしてその内容を

審査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、利子補給金の交付を決定したとき

は、短期経営改善資金利子補給金交付決定通知書（様式第３号）により、当該取扱金融機関

に通知するものとする。 

 （交付の条件） 

第11条 市長は、前条の規定により利子補給金の交付を決定する場合において、規則第６条第

１号から第３号までに定めるもののほか、次に掲げる条件を付すものとする。 

（１）利子補給金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳

簿及び書類を利子補給金の交付を受けた年度終了後10年間保存すること。 

（２）融資を行うに当たり、歩積預金及び両建預金を要求しないこと。 

（３）規則及びこの要綱を遵守すること。 

 （実績報告） 

第12条 第10条の規定により利子補給金の交付の決定を受けた取扱金融機関（以下「交付対象

者」という。）は、毎年度上期及び下期において融資が完了したときは、速やかに実績報告書

に所要額計算書を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （利子補給金額の確定） 

第13条 市長は、前条の規定による実績報告書を受理した場合は、その内容を審査し、必要が

あると認めるときは、現地調査等を行い、その報告に係る利子補給金の交付の成果が利子補

給金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかを調査し、適合すると認

めるときは、交付すべき利子補給金の額を確定し、短期経営改善資金利子補給金交付確定通

知書（様式第４号）により当該交付対象者に通知するものとする。 

 （請求） 



第14条 前条の規定による通知を受けた者は、遅滞なく請求書を市長に提出しなければならな

い。 

 （報告） 

第15条 協会及び交付対象者は、この要綱による保証又は融資の状況について、別に定めると

ころにより市長に報告するものとする。 

 （雑則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、利子補給金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成26年度の利子補給金から適用する。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この要綱は、平成27年10月１日から施行し、第２条第１号の改正規定を除き、平成27年度

の利子補給金から適用する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の静岡市短期経営改善資金融資制度要綱の規定により作

成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の静岡市短期経営改善資金利子補給金交付要綱の規定に

より作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。



 

様式第１号（第７条関係）

（宛先）　静 岡 市 長

申込者住所

氏名

電話

開 業 年 月 日 年　　　　　月　　　　　日

法 人 設 立
年 月 日

年　　　　　月　　　　　日

借 入 希 望 期 間 営 業 年 数 箇月

事 業 所 所 在 地 円

1．元金均等割賦返済 貸出の月から　　　　　箇月目 千円返済

２．一括

借 入 希 望 銀行

金 融 機 関 信用金庫 支店

資 金 使 途 　

連 帯 保 証 人 年　齢 職　　業

受 付 番 号 ※

※

保 証 諾 否

保 証 承 諾 日

保 証 金 額

保 証 期 間

(注)　申込者氏名欄には、申込者が署名し、又は記名押印してください。ただし、申込者が法人の場合は、記

　　名押印してください。

　　※の欄は記入しないでください。

氏　　　名 住　　　所
申込者

との関係

保証協会記入欄※

市
受
付
欄

承諾　不承諾

円

箇月

従業員数

業 種

                小売　　　　　製造　　（取扱品目）

卸売　　　　　加工

返 済 方 法

　　　　年　　　月　　　日

短 期 経 営 改 善 資 金

融 資 制 度 申 込 書

　短期経営改善資金を利用したいので、静岡市短期経営改善資金利子補給金交付要綱第７条の規定により、次のとおり申
し込みます。なお、融資手続、利子補給金交付手続、融資枠管理及び融資制度に関する調査・研究を行う範囲内で、市が
申込窓口及び静岡県信用保証協会からこの融資に関する情報を取得すること並びに申込窓口及び静岡県信用保証協会にこ
の融資に関する情報を提供することに同意します。

申込者記入欄

融 資 申 込 額 千円

箇月 年

静岡市 資 本 金

法人にあっては、主たる事務所の所在地

法人にあっては、名称及び代表者の氏名

常用（役員・家族除く。） 人

常用（役員・家族） 人

臨時（パート含む。） 人



様式第２号(第９条関係) 

短期経営改善資金利子補給金交付申請書 

年  月  日 

  (宛先)静岡市長 

 

                       所在地 

                  申請者  名 称              ○印  

                       代表者氏名 

 

 

 

  利子補給金の交付を受けたいので、静岡市短期経営改善資金利子補給金交付要綱第９条の

規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

 

 １ 事務又は事業の名称       

 

 

 ２ 交付申請額                        円 

 

 

３ 事務又は事業の概要       



様式第３号(第10条関係) 

第     号 

年  月  日 

          様 

静岡市長 氏 名 印 

 

短期経営改善資金利子補給金交付決定通知書 

 

      年  月  日付けで申請のあった利子補給金については、静岡市短期経営改善

資金利子補給金交付要綱第10条の規定により、次のとおり交付の決定をしたので、通知しま

す。 

 

 １ 交付決定額       円 

 ２ 交付の時期 

 ３ 交付の条件 

（１）次に掲げる記載事項を変更しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

ア 補助事業の目的及び内容 

イ 補助事業の事業計画及び収入支出の予算 

ウ 交付を受けようとする補助金の額の算出の基礎 

（２）補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は当該事業の遂行が困難となったとき

は、速やかに市長に報告して、その指示を受けること。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けるこ

と。 

（４）利子補給金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの

帳簿及び書類を利子補給金の交付を受けた年度の終了後 10 年間保存すること。 

（５）融資を行うに当たり、歩積預金及び両建預金を要求しないこと。 

（６）静岡市補助金等交付規則（平成 15 年静岡市規則第 44 号）及び静岡市短期経営改善資

金利子補給金交付要綱を遵守すること。 

 ４ その他 



様式第４号(第13条関係) 

 

第     号 

年  月  日 

 

          様 

 

静岡市長 氏 名 印  

 

短期経営改善資金利子補給金交付確定通知書 

 

      年  月  日付け  号により決定した利子補給金の交付について確定したの

で、静岡市短期経営改善資金利子補給金交付要綱第13条の規定により、次のとおり通知しま

す。 

 

 

 １ 交付決定額        円 

 ２ 交付確定額        円 

 

 


